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国立高度専門医療研究センターの法律上の業務等について 

 

 

高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（抄） 

（平成２０年法律第９３号） 

 

○国立がん研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 独立行政法人国立がん研究センター（以下「国立がん研究センター」という。）

は、がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこ

れらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医

療政策として、がんその他の悪性新生物に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、

もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。 
 

（国立がん研究センターの業務の範囲） 

第１３条 国立がん研究センターは、第３条第１項の目的を達成するため、次の業務を

行う。 

 一 がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこ

と。 

 二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 三 がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

 四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

○国立循環器病研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 

２ 独立行政法人国立循環器病研究センター（以下「国立循環器病研究センター」とい

う。）は、循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業

務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策と

して、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上

及び増進に寄与することを目的とする。 
 

（国立循環器病研究センターの業務の範囲） 

第１４条 国立循環器病研究センターは、第３条第２項の目的を達成するため、次の業

務を行う。 
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 一 循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 三 循環器病に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

 四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

○国立精神・神経医療研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 

３ 独立行政法人国立精神・神経医療研究センター（以下「国立精神・神経医療研究セ

ンター」という。）は、精神疾患、神経疾患、筋疾患及び知的障害その他の発達の障

害（以下「精神・神経疾患等」という。）に係る医療並びに精神保健に関し、調査、

研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修

等を行うことにより、国の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ専門

的な医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

を目的とする。 
 

（国立精神・神経医療研究センターの業務の範囲） 

第１５条 国立精神・神経医療研究センターは、第３条第３項の目的を達成するため、

次の業務を行う。 

 一 精神・神経疾患等に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 三 精神保健に関し、調査及び研究を行うこと。 

 四 精神・神経疾患等に係る医療及び精神保健に関し、技術者の研修を行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

○国立国際医療研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 

４ 独立行政法人国立国際医療研究センター（以下「国立国際医療研究センター」とい

う。）は、感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保のために海外におけ

る症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必要とするもの（以下「感染症その

他の疾患」という。）に係る医療並びに医療に係る国際協力に関し、調査、研究及び

技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行う

ことにより、国の医療政策として、感染症その他の疾患に関する高度かつ専門的な医

療、医療に係る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与する

ことを目的とする。 
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（国立国際医療研究センターの業務の範囲） 

第１６条 国立国際医療研究センターは、第３条第４項の目的を達成するため、次の業

務を行う。 

 一 感染症その他の疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 三 医療に係る国際協力に関し、調査及び研究を行うこと。 

 四 感染症その他の疾患に係る医療及び医療に係る国際協力に関し、技術者の研修を

行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 六 国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的として看護に関する

学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行う施設を設置し、これを運営すること。 

 七 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

○国立成育医療研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 

５ 独立行政法人国立成育医療研究センター（以下「国立成育医療研究センター」とい

う。）は、母性及び父性並びに乳児及び幼児の難治疾患、生殖器疾患その他の疾患で

あって、児童が健やかに生まれ、かつ、成育するために特に治療を必要とするもの（以

下「成育に係る疾患」という。）に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並び

にこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国

の医療政策として、成育に係る疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、も

って公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。 
 

（国立成育医療研究センターの業務の範囲） 

第１７条 国立成育医療研究センターは、第３条第６項の目的を達成するため、次の業

務を行う。 

 一 成育に係る疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 三 成育に係る疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

 四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

○国立長寿医療研究センター 
 

（国立高度専門医療研究センターの目的） 

第３条 
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６ 独立行政法人国立長寿医療研究センター（以下「国立長寿医療研究センター」とい

う。）は、加齢に伴って生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が

自立した日常生活を営むために特に治療を必要とするもの（以下「加齢に伴う疾患」

という。）に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接

に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、加

齢に伴う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及

び増進に寄与することを目的とする。 
 

（国立長寿医療研究センターの業務の範囲） 

第１８条 国立長寿医療研究センターは、第３条第６項の目的を達成するため、次の業

務を行う。 

 一 加齢に伴って生ずる心身の変化に関し、調査及び研究を行うこと。 

 二 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 三 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

 四 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

 五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 


